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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

３．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

４．持分法を適用した場合の投資利益については、持分法適用関連会社等がないため、記載しておりません。 

回次 第42期中 第43期中 第44期中 第42期 第43期 

会計期間 

自平成15年 
10月１日 
至平成16年 
３月31日 

自平成16年
10月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年
10月１日 
至平成18年 
３月31日 

自平成15年
10月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成16年 
10月１日 
至平成17年 
９月30日 

売上高（千円） 9,572,098 9,822,616 8,951,597 20,024,089 18,909,250

経常利益（千円） 49,022 7,258 △89,606 128,183 29,447

中間（当期）純利益又は中間(当期)
純損失（△）（千円） 

41,572 3,113 △149,087 △42,691 18,466

持分法を適用した場合の投資利益
（千円） 

－ － － － －

資本金（千円） 
（発行済株式総数）（株） 

500,000 
（6,050,000）

500,000
（6,050,000）

500,000
（6,050,000）

500,000 
（6,050,000）

500,000
（6,050,000）

純資産額（千円） 1,589,649 1,444,142 1,251,188 1,403,891 1,432,622

総資産額（千円） 10,069,090 8,628,396 9,768,073 9,562,261 9,381,596

１株当たり純資産額（円） 278.74 256.65 223.70 248.83 255.55

１株当たり中間（当期）純利益又は
中間(当期)純損失（△）（円） 

7.25 0.55 △26.64 △7.48 3.28

潜在株式調整後１株当たり中間（当
期）純利益（円） 

－ － － － －

１株当たり中間(年間)配当額（円） － － － 5.00 5.00

自己資本比率（％） 15.8 16.7 12.8 14.7 15.3

営業活動による 
キャッシュ・フロー（千円） 

△624,783 △30,917 △204,815 △871,903 135,381

投資活動による 
キャッシュ・フロー（千円） 

300,602 1,048,778 △547,750 △619,696 1,396,009

財務活動による 
キャッシュ・フロー（千円） 

943,204 △834,826 1,764,303 1,416,682 △1,042,324

現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高（千円） 

1,331,923 821,015 2,119,940 637,981 1,127,047

従業員数（人） 164 170 160 172 168



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、関係会社の状況について、重要な変更はありません。 

  

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係については、良好な関係を維持しております。 

  

  

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 160 



第２【事業の状況】 

  

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当中間期におけるわが国の経済は、原油価格の高騰による影響が懸念されるものの、民間設備投資や個人消費が緩やかに増

加し、景気は回復基調にありました。 

 当住宅関連業界におきましては、新設住宅着工戸数は60万戸(前年同期比5.9％増加)となりました。地域別にみると、首都圏

におきましては順調に推移しましたが、当社の営業圏である近畿地域においては、当社の販売対象となる戸建住宅の着工は減

少となり、厳しい状況で推移しました。 

 このような状況の中、当社は全社一丸となって新規取引先の開拓や住宅1棟当りの受注シェアの拡大に取り組んでまいりまし

た。また、ホームセンターや合板・木材のプロジェクトにより、積極的な営業展開を推進してまいりました。 

売上高につきましては、ホームセンターや合板・木材の売上高は堅調に推移いたしましたが、当社の営業基盤の中核である

近畿地区の売上高が低調に推移したことで、売上高89億51百万円(前年同期比8.9％減)と下回りました。 

利益面につきましては、売上高減少に伴う総利益の減少のほか、販売促進活動の積極展開による費用の増加などにより経常

損失89百万円となりました。また、繰延税金資産の取崩しが生じたことにより、中間純損失1億49百万円と減収減益となりまし

た。 

  

(2)キャッシュ・フロー 

 当中間期における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、営業活動により2億4百万円減少、投資活動により5億47百万

円減少し、財務活動により17億64百万円増加いたしました。この結果、当中間期末には21億19百万円と前事業年度末に比べて9

億92百万円増加いたしました。 

 当中間期におけるキャッシュ・フロー状況は、次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間期における営業活動によるキャッシュ・フローは、2億4百万円の支出となり、前年同期と比べて1億73百万円の支出増

加となりました。これは、主として仕入債務の減少額が2億82百万円と前年同期と比べて1億21百万円増加したことによるもの

であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間期における投資活動によるキャッシュ・フローは、5億47百万円の支出となり、前年同期と比べて15億96百万円の支出

増加となりました。これは、主として投資有価証券の取得及び売却に伴う収支が前中間期が10億88百万円の収入であったのに

対し、当中間期が5億1百万円の支出となったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間期における財務活動によるキャッシュ・フローは、17億64百万円の収入となり、前年同期と比べて25億99百万円の収

入増加となりました。これは、主として短期借入金に伴う収支が26億円増加したことによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 当中間会計期間の仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

品目 
当中間会計期間

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

商品 

合板及び木材（千円） 2,623,799 49.0 

内装材（千円） 1,573,346 △12.3 

外装材（千円） 40,052 △0.5 

住宅設備機器（千円） 3,165,766 △19.9 

その他（千円） 506,082 △39.7 

小計（千円） 7,909,047 △5.7 

工事 

材料（千円） 338,355 △20.3 

小計（千円） 338,355 △20.3 

合計（千円） 8,247,402 △6.4 



(2）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．前中間会計期間及び当中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとお

りであります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

５【研究開発活動】 

 特記事項はありません。 

  

  

品目 
当中間会計期間

（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

商品 

合板及び木材（千円） 2,714,948 49.0 

内装材（千円） 1,743,444 △12.6 

外装材（千円） 50,529 △4.4 

住宅設備機器（千円） 3,541,416 △20.1 

その他（千円） 543,668 △41.0 

小計（千円） 8,594,007 △6.8 

工事 

完成工事高（千円） 357,590 △40.5 

小計（千円） 357,590 △40.5 

合計（千円） 8,951,597 △8.9 

  
相手先 

前中間会計期間 当中間会計期間 

  金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

  エス・バイ・エル㈱ 1,082,149 11.0 － － 



第３【設備の状況】 

  

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 特記すべき事項はありません。 

  

  



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 22,200,000 

計 22,200,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年６月23日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 6,050,000 同左
㈱大阪証券取引所
（市場第二部） 

－ 

計 6,050,000 同左 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年10月１日 
～ 

平成18年３月31日 
－ 6,050,000 － 500,000 － 156,500



(4）【大株主の状況】 

 （注）上記のほか、自己株式が456千株(7.55％)あります。 

  

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

    平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ジャパン建材株式会社 東京都江東区平野３－２－６ 3,025 50.00 

住友林業株式会社 東京都千代田区丸の内１－８－１ 330 5.45 

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜２－４－６ 268 4.43 

通商従業員持株会 大阪市北区堂島１－１－５ 182 3.01 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 160 2.64 

吉野石膏株式会社 東京都千代田区丸の内３－３－１ 130 2.15 

三井住商建材株式会社 東京都中央区晴海１－８－８ 130 2.15 

井上 竹代 兵庫県西宮市 102 1.69 

岡三証券株式会社 東京都中央区日本橋１－17－６ 100 1.65 

細見 博 大阪府池田市 78 1.29 

計 － 4,505 74.46 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式）
普通株式 456,000 

－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式5,593,000 5,593 － 

単元未満株式 普通株式  1,000 － － 

発行済株式総数      6,050,000 － － 

総株主の議決権 － 5,593 － 



②【自己株式等】 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

     平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

（自己保有株式） 
通商株式会社 

大阪市北区堂島１－
１－５ 

456,000 － 456,000 7.54 

計 － 456,000 － 456,000 7.54 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 627 626 630 655 630 609 

最低（円） 490 600 565 610 609 596 

役名 職名 氏名 退任年月日 

常務取締役 管理本部長兼総務部長 阪口 益次  平成18年1月31日 



第５【経理の状況】 

  

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間

財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 また、前中間会計期間(平成16年10月1日から平成17年3月31日まで)は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」(平成16年1月30日内閣府令第5号)附則第3項のただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に

基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年10月１日から平成17年３月31日まで）及び当中間

会計期間（平成17年10月１日から平成18年３月31日まで）の中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けてお

ります。 

  

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成17年３月31日） 

当中間会計期間末
（平成18年３月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）       

Ⅰ 流動資産       

現金及び預金   959,315  1,381,609 1,232,047  

受取手形   1,387,134  1,510,845 1,301,962  

売掛金   3,594,044  3,090,508 3,462,143  

有価証券   ―  843,331 ―  

たな卸資産   419,200  455,452 411,457  

繰延税金資産   23,556  30,135 17,881  

未収入金   ―  ― 640,063  

その他   436,938  48,077 32,291  

貸倒引当金   △64,000  △81,800 △71,100  

流動資産合計    6,756,189 78.3 7,278,161 74.5  7,026,747 74.9

Ⅱ 固定資産       

有形固定資産 ※１     

建物   235,837  216,993 225,844  

土地   1,339,471  1,339,471 1,339,471  

その他   25,392  21,669 23,084  

有形固定資産合計   1,600,701  1,578,135 1,588,400  

無形固定資産   11,854  15,939 16,207  

投資その他の資産       

投資有価証券   ―  688,100 532,100  

破産債権、再生
債権、更生債権
その他これらに
準ずる債権 

  417,420  200,109 318,158  

繰延税金資産   49,330  ― 50,021  

敷金・保証金   107,726  109,163 108,310  

その他   63,747  73,210 29,152  

貸倒引当金   △378,574  △174,745 △287,501  

投資その他の資産
合計 

  259,650  895,837 750,241  

固定資産合計    1,872,206 21.7 2,489,911 25.5  2,354,849 25.1

資産合計    8,628,396 100.0 9,768,073 100.0  9,381,596 100.0

        



  

  

    
前中間会計期間末 
（平成17年３月31日） 

当中間会計期間末
（平成18年３月31日） 

前事業年度の要約貸借対照表
（平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）       

Ⅰ 流動負債       

支払手形   45,079  121,635 77,956  

買掛金   2,363,561  1,969,351 2,326,888  

短期借入金   4,500,000  6,100,000 4,300,000  

未払金   ―  ― ―  

未払法人税等   15,067  2,615 ―  

未払消費税等   15,142  2,596 7,158  

賞与引当金   41,200  41,700 37,000  

その他   101,346  99,244 1,080,040  

流動負債合計    7,081,397 82.1 8,337,142 85.4  7,829,044 83.4

Ⅱ 固定負債       

退職給付引当金   99,856  116,257 113,429  

繰延税金負債   ―  56,984 ―  

その他   3,000  6,500 6,500  

固定負債合計    102,856 1.2 179,741 1.8  119,929 1.3

負債合計    7,184,253 83.3 8,516,884 87.2  7,948,973 84.7

        

（資本の部）       

Ⅰ 資本金    500,000 5.8 500,000 5.1  500,000 5.3

Ⅱ 資本剰余金       

資本準備金   156,500  156,500 156,500  

資本剰余金合計    156,500 1.8 156,500 1.6  156,500 1.7

Ⅲ 利益剰余金       

利益準備金   40,337  40,337 40,337  

任意積立金   891,356  890,912 891,356  

中間(当期)未処分
利益又は中間未処
理損失（△） 

  12,551  △148,768 27,904  

利益剰余金合計    944,245 10.9 782,481 8.0  959,598 10.2

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

   ― ― △16,314 △0.2  △19,485 △0.2

Ⅴ 自己株式    △156,603 △1.8 △171,478 △1.8  △163,990 △1.7

資本合計    1,444,142 16.7 1,251,188 12.8  1,432,622 15.3

負債・資本合計    8,628,396 100.0 9,768,073 100.0  9,381,596 100.0

        



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度の要約損益計算書
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高    9,822,616 100.0 8,951,597 100.0  18,909,250 100.0

Ⅱ 売上原価    8,881,533 90.4 8,183,431 91.4  17,101,933 90.4

売上総利益    941,082 9.6 768,165 8.6  1,807,317 9.6

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

   939,175 9.6 862,309 9.7  1,791,039 9.5

営業利益    1,907 0.0 △94,143 △1.1  16,277 0.1

Ⅳ 営業外収益 ※２  46,446 0.5 52,200 0.6  86,074 0.5

Ⅴ 営業外費用 ※３  41,095 0.4 47,663 0.5  72,904 0.4

経常利益    7,258 0.1 △89,606 △1.0  29,447 0.2

Ⅵ 特別利益 ※４  10,644 0.1 42,427 0.5  81,312 0.4

Ⅶ 特別損失 ※５  7,723 0.1 7,671 0.1  69,253 0.4

税引前中間（当
期）純利益又は税
引前中間純損失
(△) 

   10,179 0.1 △54,850 △0.6  41,507 0.2

法人税、住民税及
び事業税 

  18,000  1,600 16,000  

法人税等調整額   △10,934 7,065 0.1 92,636 94,236 1.1 7,040 23,040 0.1

中間（当期）純利
益又は中間純損失
(△) 

   3,113 0.0 △149,087 △1.7  18,466 0.1

前期繰越利益    9,437 318  9,437 

中間（当期）未処
分利益又は中間未
処理損失（△） 

   12,551 △148,768  27,904 

        



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日）

当中間会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日）

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税引前中間（当期）
純利益又は税引前中
間純損失(△) 

  10,179 △54,850 41,507 

減価償却費   13,556 12,702 27,391 

貸倒引当金の増減額   72,683 △102,055 △11,289 

賞与引当金の増減額   △4,000 4,700 △8,200 

退職給付引当金の増
減額 

  △4,002 2,828 9,570 

受取利息及び受取配
当金 

  △298 △10,938 △635 

支払利息   30,665 23,711 53,036 

為替差損益   － 0 － 

有形固定資産除売却
損益 

  － 37 67 

投資有価証券運用益   △5,049 △2,440 △5,049 

投資有価証券売却損   － 69 － 

投資有価証券売却益   △10,644 △37,882 △81,312 

売上債権の増減額   153,054 281,253 473,219 

棚卸資産の増減額   △69,014 △43,994 △61,272 

仕入債務の増減額   △161,379 △282,403 △185,307 

未払消費税等の増減
額 

  △36 △4,562 △8,020 

その他の資産増減額   △1,712 6,369 △5,335 

その他の負債増減額   6,229 3,827 2,343 

その他の営業外損益
等 

  70 2,767 150 

小計   30,301 △200,860 240,863 

利息及び配当金の受
取額 

  303 10,943 637 

利息の支払額   △30,218 △21,719 △53,243 

法人税等の支払額   △31,304 6,819 △52,875 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △30,917 △204,815 135,381 



  

  

  次へ 

    
前中間会計期間

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日）

当中間会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日）

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金等の預入に
よる支出 

  △136,800 △105,000 △273,000 

定期預金等の払戻に
よる収入 

  135,000 105,000 304,500 

有形固定資産の取得
による支出 

  － △2,032 △5,851 

投資有価証券の取得
による支出 

  △2,496,333 △5,587,424 △8,386,033 

投資有価証券の売却
による収入 

  3,584,598 5,086,074 9,758,063 

貸付けによる支出   △50,449 △48,351 △50,449 

貸付金の回収による
収入 

  15,651 4,119 51,561 

その他投資の増加に
よる支出 

  △3,000 △566 △3,275 

その他投資の減少に
よる収入 

  110 430 494 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  1,048,778 △547,750 1,396,009 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

短期借入金の増減額   △800,000 1,800,000 △1,000,000 

自己株式の取得によ
る支出 

  △6,682 △7,555 △14,149 

配当金の支払額   △28,144 △28,141 △28,175 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △834,826 1,764,303 △1,042,324 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  － △18,844 － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額 

  183,033 992,892 489,066 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  637,981 1,127,047 637,981 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

※ 821,015 2,119,940 1,127,047 

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 (1）有価証券 (1）有価証券 

  その他有価証券   その他有価証券   その他有価証券 

  時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を

採用しております。 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を

採用しております。 

ただし、組込デリバティ

ブとして一体処理したも

のについては、評価差額

を損益に計上しておりま

す。 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用

しております。 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法

を採用しております。 

同左 同左 

  (2）デリバティブ (2）デリバティブ (2）デリバティブ 

  時価法を採用しております。 同左 同左 

  (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 

  商品 商品 商品 

  …商品のうち、在庫品（常時

在庫する商品）については

移動平均法による原価法に

よっており、即納品（得意

先からの受注に基づいて発

注を行う商品で一時的に在

庫する商品）については、

個別法による原価法によっ

ております。 

同左 同左 

  未成工事支出金 未成工事支出金 未成工事支出金 

  …個別法による原価法 同左 同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 (1）有形固定資産 (1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法と同一の

基準によっております。 

同左 同左 

  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

 なお、耐用年数については法

人税法と同一の基準によってお

ります。 

 ただし、ソフトウェア（自社

利用分）については、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっております。 

同左 同左 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

  (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 

   定額法を採用しております。 

 なお、償却期間については法

人税法と同一の基準によってお

ります。 

同左 同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

同左 同左 

  (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 

   従業員に対する賞与の支給に

備えるため、支給見込額に基づ

き計上しております。 

同左 同左 

  (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 (3）退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（77百万円）については、５年

による均等額を費用処理してお

ります。 

同左  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務および年金資産の見込

額に基づき計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（77百万円）については、５年

による均等額を費用処理してお

ります。 

４．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が、借主に

移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。 

同左 同左 

５．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

同左 同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段……デリバティブ

取引(金利ス

ワップ取引) 

ヘッジ手段…… 

同左 

ヘッジ手段…… 

同左 

  ヘッジ対象……借入金の支払

利息 

ヘッジ対象…… 

同左 

ヘッジ対象…… 

同左 

  (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

   借入金の金利変動リスクを回

避する目的で金利スワップ取引

を行っており、ヘッジ対象の識

別は個別契約毎に行っておりま

す。 

同左 同左 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ対象の相場変動の累計

とヘッジ手段の相場変動の累計

とを比率分析する方法により有

効性の評価を行っております。

但し、契約内容等により明らか

にヘッジに高い有効性が認めら

れる場合については、有効性の

判定を省略しております。 

同左 同左 

  (5）リスク管理方法 (5）リスク管理方法 (5）リスク管理方法 

   デリバティブ取引は担当部門

にて、社内規定に基づいた決裁

を得て行われております。 

同左 同左 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 

同左  キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方

式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は、相殺のうえ、未払消費

税等として表示しております。 

同左  税抜方式によっております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあり 

ません。 

────── 

前中間会計期間
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

(中間貸借対照表) ────── 

 前中間会計期間まで区分掲記しておりました「未収入

金」(当中間会計期間415,870千円)については、資産総

額の100分の5以下となったため、流動資産の「その他」

に含めて表示しております。 

 前中間会計期間まで区分掲記しておりました「未払

金」(当中間会計期間53,844千円)については、負債及び

資本の合計額の100分の5以下になったため、流動負債の

「その他」に含めて表示しております。 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

  

（中間損益計算書関係） 

  

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

項目 
前中間会計期間末 
（平成17年３月31日） 

当中間会計期間末
（平成18年３月31日） 

前事業年度末 
（平成17年９月30日） 

※１．有形固定資産の減価償

却累計額 
671,959千円 694,546千円 683,618千円 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

 １．減価償却実施額    

有形固定資産 13,127千円 11,640千円 26,068千円 

無形固定資産 362千円 887千円 1,154千円 

※２．営業外収益のうち主要

なもの 

   

受取利息 298千円 813千円 635千円 

仕入割引 37,291千円 37,336千円 73,914千円 

投資有価証券運用益 5,049千円 2,440千円 5,049千円 

※３．営業外費用のうち主要

なもの 

   

支払利息 30,665千円 23,711千円 53,036千円 

売上割引 7,390千円 9,345千円 14,525千円 

※４．特別利益のうち主要な

もの 

   

投資有価証券売却益 10,644千円 37,882千円 81,312千円 

有価証券売却益 － 千円 4,545千円 － 千円 

※５．特別損失のうち主要な

もの 

   

有価証券売却損 － 千円 7,601千円 － 千円 

退職給付引当金繰入額 7,723千円 － 千円 15,447千円 

棚卸資産処分損 － 千円 － 千円 53,806千円 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と

貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

（平成17年３月31日現在） （平成18年３月31日現在） （平成17年９月30日現在） 
  
現金及び預金勘定 959,315千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金
等 

△138,300千円

現金及び現金同等
物 821,015千円

  
 

  
現金及び預金勘定 1,381,609千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金
等 

△105,000千円

有価証券勘定 
843,331千円

現金及び現金同等
物 2,119,940千円

  

現金及び預金勘定 1,232,047千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金
等 

△105,000千円

現金及び現金同等
物 1,127,047千円



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

(1)借手側 借手側 (1）借手側 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 
  
    （単位：千円）

  
車輌及び
運搬具 

工具、器
具及び備
品 

合計 

取得価
額相当
額 

3,174 168,782 171,956 

減価償
却累計
額相当
額 

158 91,224 91,383 

中間期
末残高
相当額 

3,015 77,557 80,572 

  
   （単位：千円）

  
車輌及び
運搬具 

工具、器
具及び備
品 

合計

取得価
額相当
額 

3,174 147,038 150,212

減価償
却累計
額相当
額 

793 101,271 102,064

中間期
末残高
相当額 

2,380 45,767 48,147

 （単位：千円） 

車輌及び
運搬具 

工具、器
具及び備
品 

合計 

取得価
額相当
額 

3,174 153,254 156,428 

減価償
却累計
額相当
額 

476 92,161 92,637 

期末残
高相当
額 

2,697 61,092 63,790 

（注） 取得価額相当額は、有形固

定資産の中間期末残高等に

占める未経過リース料中間

期末残高の割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

同左 （注） 取得価額相当額は、有形固

定資産の期末残高等に占め

る未経過リース料期末残高

の割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

  
１年内 32,424千円

１年超 48,147千円

計 80,572千円

  
１年内 29,675千円

１年超 18,472千円

計 48,147千円

１年内 30,664千円

１年超 33,126千円

計 63,790千円

（注） 未経過リース料中間期末残

高相当額は、有形固定資産

の中間期末残高等に占める

その割合が低いため、支払

利子込み法により算定して

おります。 

同左 （注） 未経過リース料期末残高相

当額は、有形固定資産の期

末残高等に占めるその割合

が低いため、支払利子込み

法により算定しておりま

す。 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額 
  
支払リース料 17,553千円

減価償却費相当額 17,553千円

  
支払リース料 15,642千円

減価償却費相当額 15,642千円

支払リース料 34,335千円

減価償却費相当額 34,335千円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法により、

算定しております。 

同左 同左 



  

  

  次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

(2）貸手側   (2）貸手側 

１．未経過リース料中間期末残高相

当額 

  １．未経過リース料期末残高相当額 

  
１年内 2,474千円

１年超 －千円

計 2,474千円

 
１年内 645千円

１年超 －千円

計 645千円

（注） 上記はすべて転貸リース取

引に係る貸手側の未経過リ

ース料中間期末残高相当額

であります。 

なお、当該転貸リース取引

はおおむね同一の条件で第

三者にリースしているの

で、ほぼ同額の残高が上記

の借手側の未経過リース料

中間期末残高相当額に含ま

れております。 

  （注） 上記はすべて転貸リース取

引に係る貸手側の未経過リ

ース料期末残高相当額であ

ります。 

なお、当該転貸リース取引

はおおむね同一の条件で第

三者にリースしているの

で、ほぼ同額の残高が上記

の借手側の未経過リース料

期末残高相当額に含まれて

おります。 



（有価証券関係） 

前中間会計期間 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間 

  1.その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 減損処理にあたっては、中間会計期間末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して、必要と認められた額について減損処理を

行っております。 

  

  

当中間会計期間末（平成18年３月31日）

取得原価（千円）
中間貸借対照表計上額

（千円） 
差額（千円） 

株式 528,346 520,000 △8,346 

債券 165,660 168,100 2,440 

その他 862,175 843,331 △18,844 

合計 1,556,181 1,531,431 △24,750 



前事業年度 

  1.その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程

度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して、必要と認められた額について減損処理を行っており

ます。 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自平成16年10月１日 至平成17年３月31日） 

 ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引を除き該当事項はありません。 

  

当中間会計期間（自平成17年10月１日 至平成18年３月31日） 

 ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引を除き該当事項はありません。 

  

前事業年度（自平成16年10月１日 至平成17年９月30日） 

 ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引を除き該当事項はありません。 

  

  

  次へ 

  

前事業年度（平成17年9月30日）

取得原価（千円）
貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

株式 564,576 532,100 △32,476 

債券 － － － 

その他 － － － 

合計 564,576 532,100 △32,476 



（持分法損益等） 

前中間会計期間（自平成16年10月１日 至平成17年３月31日） 

 持分法損益等については、持分法適用関連会社等がないため、記載しておりません。 

  

当中間会計期間（自平成17年10月１日 至平成18年３月31日） 

 持分法損益等については、持分法適用関連会社等がないため、記載しておりません。 

  

前事業年度（自平成16年10月１日 至平成17年９月30日） 

 持分法損益等については、持分法適用関連会社等がないため、記載しておりません。 

  

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益又は中間純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日） 

当中間会計期間
（自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日） 

前事業年度 
（自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日） 

  

１株当たり純資産額 256円65銭

１株当たり中間純利益 0円55銭

 

１株当たり純資産額 223円70銭

１株当たり中間純利益 △26円64銭

１株当たり純資産額 255円55銭

１株当たり当期純利益 3円28銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

存在しないため、記載しておりませ

ん。 

  
前中間会計期間

(自 平成16年10月１日 
至 平成17年３月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年10月１日 
至 平成18年３月31日)

前事業年度 
(自 平成16年10月１日 
至 平成17年９月30日)

中間（当期）純利益又は中間純損失
(△)（千円） 

3,113 △149,087 18,466 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益
又は中間純損失(△)（千円） 

3,113 △149,087 18,466 

期中平均株式数（株） 5,632,533 5,595,760 5,628,008 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  



第６【提出会社の参考情報】 

  

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第43期）（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月26日近畿財務局長に提出。 

(2)有価証券報告書の訂正報告書 

   平成18年2月8日近畿財務局長に提出 

事業年度（第43期）（自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。 

(3)自己株券買付状況報告書 

   報告期間（自 平成17年９月１日 至 平成17年９月30日）平成17年10月12日近畿財務局長に提出。 

   報告期間（自 平成17年10月１日 至 平成17年10月31日）平成17年11月14日近畿財務局長に提出。 

   報告期間（自 平成17年11月１日 至 平成17年11月30日）平成17年12月14日近畿財務局長に提出。 

   報告期間（自 平成17年12月１日 至 平成17年12月22日）平成18年１月16日近畿財務局長に提出。 

   報告期間（自 平成17年12月26日 至 平成17年12月31日）平成18年１月16日近畿財務局長に提出。 

   報告期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年１月31日）平成18年２月14日近畿財務局長に提出。 

   報告期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年２月28日）平成18年３月13日近畿財務局長に提出。 

   報告期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年３月31日）平成18年４月13日近畿財務局長に提出。 

   報告期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年４月30日）平成18年５月15日近畿財務局長に提出。 

   報告期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年５月31日）平成18年６月９日近畿財務局長に提出。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

  

    平成１７年６月２４日   

通商株式会社       

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 清水 万里夫  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 藤原 祥孝   印 

          

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

通商株式会社の平成１６年１０月１日から平成１７年９月３０日までの第４３期事業年度の中間会計期間（平成１６

年１０月１日から平成１７年３月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及

び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、通商株式会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１６

年１０月１日から平成１７年３月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の中間監査報告書 

  

    平成１８年６月２３日   

通商株式会社       

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 清水 万里夫  印 

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 小西 幹男   印 

          

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

通商株式会社の平成１７年１０月１日から平成１８年９月３０日までの第４４期事業年度の中間会計期間（平成１７

年１０月１日から平成１８年３月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及

び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中

間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応

じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明

のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準

拠して、通商株式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７

年１０月１日から平成１８年３月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示

しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管し

ております。 
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